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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第10回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
次の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目の中から最も適当と思われるものを
選び、記号で解答すること。

１．当社は、前期に貸倒処理した売掛金￥600,000を当期に現金で回収した。
 　ア. 償却債権取立益 イ. 売掛金 ウ. 貸倒引当金エ. 貸倒損失　オ.現金 カ. 貸倒引当金繰入 

　
２．戸倉株式会社は大森大気株式会社を吸収合併して、株式1,000株（時価￥60,000,000、資本金への組入額は会社法の最低額）を交付した。なお、合併によって引き継いだ大森大気株式会社の資産総額は￥140,000,000、負債総額は￥ 90,000,000であった。
 ア. 資本金 イ. 諸負債 ウ. のれん エ. 資本準備金 オ. 諸資産 カ.有価証券売却損
 

３．兵頭コンサルタント㈱（年１回３月末日決算）は、×５年４月１日に取得した乗用車（取得原価￥5,000,000）を×７年４月１日に売却し、手取金￥3,500,000は月末に受け取ることとした。なお、この乗用車については耐用年数７年、定率法（償却率0.20）によって償却し、間接法で記帳している。
 ア. 車両減価償却累計額 イ. 車両 ウ. 固定資産売却益 エ. 固定資産売却損 オ. 未払金 カ. 未収入金 
　
　　　　
４．決算にあたり、税効果会計に関して仕訳を行う。当期首に取得した車両（取得原価￥3,000,000、 残存価額ゼロ、耐用年数５年）について、定額法により償却を行った。税法上の耐用年数は６年であるため、税効果会計を適用する。なお、法定実効税率は40％とする。
 ア. 繰延税金負債 イ. 法人税、住民税及び事業税 ウ. 法人税等調整額 エ. 車両 オ. 未払法人税等
   カ. 繰延税金資産
　

５．決算に際し、法人税等￥21,900,000（法人税￥15,000,000、住民税￥3,900,000、事業税￥3,000,000）を計上した。なお、期中に納付した中間納付額￥11,100,000（法人税￥6,600,000、住民税￥2,850,000、事業税￥1,650,000）は仮払法人税等勘定で処理している。 
ア. 未払法人税等 イ. 租税公課 ウ. 仮払法人税等 エ. 当座預金 オ. 売上 カ. 法人税等 
　　　　









【第2問】問題用紙（20点）
次の［資料Ⅰ］から［資料Ⅳ］にもとづいて、連結第2年度（×３年４月１日から×４年３月31日）における連結損益計算書と連結貸借対照表を完成させなさい。
［資料Ⅰ］
1 のれんは発生年度の翌年から10年で定額法により償却する。
2 S社はP社に対し、連結第2年度から原価に25％の利益を加算して商品を販売している。
［資料Ⅱ］
⑴　P社は×２年３月31日にS社の発行済株式総数の80％を360,000千円で取得して支配を獲得した。
⑵　×２年3月31日におけるS社の個別貸借対照表は次のとおりである。
[bookmark: _Hlk195005029]貸　借　対　照　表
　　　　　　　　　　　×2年3月31日　　　　　　　　　　（単位：千円）
	資　　産
	金　　額
	負債および純資産
	金　　額

	諸資産
	270,000   
	諸負債
	180,000

	売掛金
	180,000
	資本金
	360,000

	商品
	150,000
	利益剰余金
	60,000

	
	600,000
	
	600,000


［資料Ⅲ］連結第1年度（×2年4月1日～×3年3月31日）
⑴　×3年３月31日におけるS社の個別貸借対照表は次のとおりである。
貸　借　対　照　表
　　　　　　　　　　　×３年3月31日　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	資　　産
	金　　額
	負債および純資産
	金　　額

	諸資産
	351,000
	諸負債
	300,000

	売掛金
	234,000
	資本金
	360,000

	商品
	195,000
	利益剰余金
	120,000

	
	780,000
	
	780,000


⑵　S社の連結第1年度における当期純利益は96,000千円であった。
⑶　S社は連結第1年度において配当金36,000千円を支払っている。
［資料Ⅳ］当期（×3年4月1日～×4年3月31日）の資料
⑴　当期のP社およびＳ社の貸借対照表および損益計算書は次のとおりである。
貸　借　対　照　表
　　　      　　　　  　　　　　×４年3月31日　　　　　　　　　         （単位：千円）
	資　　産
	Ｐ　社
	Ｓ　社
	負債および純資産
	Ｐ　社
	Ｓ　社

	諸資産
	300,000
	432,000
	諸負債
	93,600
	82,800

	売掛金
	288,000
	264,000
	買掛金
	228,000
	216,000

	（貸倒引当金）
	△14,400
	△13,200
	資本金
	540,000
	360,000

	商品
	240,000
	216,000
	利益剰余金
	312,000
	240,000

	Ｓ社株式
	360,000
	－
	
	
	

	
	1,173,600
	898,800
	
	1,173,600
	898,800


損　益　計　算　書
　　　　　　　　　　　　　　×3年4月1日～×4年3月31日　　　　　　　　（単位：千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　P　社　　　　　　　S　社　
Ⅰ．売上高　　　　　  　　744,000　　　　 　　444,000
Ⅱ．売上原価                595,200             310,800
　　　　　　　　売上総利益          148,800             133,200
Ⅲ．販売費及び一般管理費           28,800              13,200
　　　　　　　  営業利益          120,000             120,000　
Ⅳ．営業外収益                 96,000              60,000
     　　　　　 当期純利益          216,000             180,000
2 S社は連結第2年度において配当金60,000千円を支払っている。
⑶　当期におけるＳ社からＰ社への売上金は240,000千円である。
⑷　Ｓ社の売掛金の期末残高のうち75,000千円はＰ社に対するものであった。なお、Ｓ社は売掛金に対して　
　　５％の貸倒引当金を差額補充法により設定している。
　⑸　P社の期末商品残高には、Ｓ社から仕入れた商品60,000千円が含まれている。
【第3問】問題用紙（20点）
 次に示した株式会社京橋商会の［資料Ⅰ］、［資料Ⅱ］および［資料Ⅲ］にもとづいて、答案用紙の損益計算書を完成させなさい。なお、会計期間は×３年４月１日から×４年３月31日までの１年間である。
［資料Ⅱ］ 未処理事項［資料Ⅰ］ 決算整理前残高試算表
　　　　　　×4年3月31日　(単位：円）
借　方
勘定科目
貸　方
1,881,600
現金預金
　
380,800
電子記録債権
　
2,208,000
売掛金
　
3,072,000
繰越商品
　
128,000
仮払法人税等
　
320,000
貸付金
　
　
貸倒引当金
11,200
1,728,000
建物
　
560,000
備品　
　
　
建物減価償却累計額
？
608,000
土地
　
128,000
その他有価証券
　
64,800
繰延税金資産
　
　
支払手形
508,800
　
買掛金
1,171,200
　
借入金
1,920,000
　
退職給付引当金
688,000
　
資本金
3,200,000
　
利益準備金
464,000
　
繰越利益剰余金
892,000
　
売上
16,425,600
　
為替差損益
800
　
国庫補助金受贈益
？
10,080,000
仕入
　
4,608,000
給料
　
215,200
通信費
　
？
保険料
　
38,400
支払リース料
　
48,000
支払利息
　
26,225,600
　
26,225,600


１.品違いを理由とする掛売り商品の返品受入れ（売価￥28,800、
原価 ￥19,200）が未処理となっている。 
２.備品の残高は、当期首に国庫補助金￥80,000と自己資金によ
り取得したものであるが、補助金に相当する額の圧縮記帳（直　　
接控除方式）が未処理となっている。
３.×４年３月10日、取引銀行との間で外貨建て買掛金の支払のために、
800ドルを１ドル￥112で購入する為替予約を結んでいたが未処理と
なっている。この買掛金は×４年３月１日（為替相場：１ドル￥108）
の輸入取引により生じたものであり、決済日は×４年５月１日である。
３月１日の為替相場による円換算額と為替予約による円換算額との差
額は、すべて当期の損益とする。
［資料Ⅲ］ 決算整理事項
１．受取手形および売掛金の期末残高の合計に対して、過去の貸
倒実績率 １％にもとづいて、貸倒引当金を設定する。
２．期末商品の帳簿棚卸高は￥2,865,600、実地棚卸高（原価）は
￥2,899,520 であった。棚卸差異の原因を調査したところ、①
［資料Ⅱ］１．の返品未処理分と、②期末日直前に掛けで仕入れ
た商品￥21,120の計上もれ分とが、実地棚卸高だけに反映され
ていたことが判明した。なお、返品分の商品の販売可能価額は
原価の50％と見積もられた。棚卸減耗損は、売上原価に含める。
３．固定資産の減価償却を次のとおり行う。
 建物 定額法 耐用年数30年 残存価額ゼロ
 備品 200％定率法 耐用年数８年
４．当期に購入した、その他有価証券の期末における時価は
￥120,000であった。全部純資産直入法により処理する。ただし、
税法では、その他有価証券の評価差額の計上は認められていな
いので、税効果会計を適用する。法定実効税率は30％とする。
５．従業員に対する退職給付債務を見積もった結果、期末に引
当金として計上すべき残高は ￥768,000と見積もられた。
６．保険料は、毎年６月１日に向こう１年分をまとめて支払っている。
保険期間の未経過分について必要な処理を月割計算にて行う。
７．貸付金は、×３年８月１日に取引先に対して、期間１年、利息は年利率 4.5％にて返済時に元本とともに受け取る条件で貸し付けたものである。これに対し、1.5％の貸倒引当金を設定する。
８．税効果会計上の一時差異は、次のとおりである。なお、法定実効税率は30％とし、法人税、住民税及び事業税の課税見込額は￥244,320である。また、仮払法人税等の残高は、中間申告したさいに計上したものである。
	
	期首
	期末

	減価償却費限度超過額
	216,000
	230,400


＿工　業　簿　記＿
【第4問】問題用紙（28点） 
⑴（20点） 下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、設問ごとに最も適当と思われるものを選　
　び、答案用紙の（ 　）の中に記号で解答すること。

1．直接作業時間基準により、当月の実際直接作業時間（75時間）にもとづき、製造間接費を製造指図書
に予定配賦した。なお、当工場の年間の製造間接費予算は 1,920,000円、年間の予定直接作業時間は960
時間である。
ア．材料 イ．仕掛品 ウ．製品 エ．未払賃金 オ．賃金・給料 カ．製造間接費 キ．材料副費

2．当月の製造間接費の実際発生額を集計したところ 164,000円であった。1．で求めた製造間接費予
定配賦額との差額を予算差異勘定と操業度差異勘定に振り替える。
 　ア．材料 イ．仕掛品 ウ．製品 エ．賃金・給料 オ．製造間接費 カ．予算差異 キ．操業度差異 

3．素材 400kg（購入代価 1,000 円／kg）、買入部品 1,600 個（購入代価 150 円／個）、工場消耗品 32,000
円（購入代価）を掛けで購入した。なお、材料関連の引取運賃は、運送会社より月末にまとめて請求書
が到着し、現金で支払いをしている。そのため引取費用については、購入代価の10％を材料副費として予定配賦している。当社の当月の材料関連の購入は以上であった。
 　ア．現金 イ．材料 ウ．仕掛品 エ．買掛金 オ．材料副費 カ．製造間接費 キ．材料副費配賦差異 
 
⑵ 受注生産経営を行う庄原製作所には切削部門と組立部門の２つの製造部門のほかに、補助部門として材料倉庫部門、修繕部門および事務部門がある。
庄原製作所では直接作業時間を配賦基準として、部門別予定配賦率を用いて製造間接費の配賦を行っ
ている。下記の［資料］にもとづいて、各問に答えなさい。
 ［資料］ 部門費年間予算および補助部門費の配賦基準は次のとおりである。
	
	切削部門
	組立部門
	材料倉庫部門
	修繕部門
	事務部門

	部門費年間予算
	14,074,200
	10,566,200
	4,406,400
	3,650,400
	3,672,000

	配賦基準
	
	
	
	
	

	材料出庫量
	1,875㎏
	1,125㎏
	－
	375㎏
	－

	修繕時間
	675時間
	225時間
	75時間
	－
	－

	従業員数
	45人
	30人
	9人
	6人
	15人


＊ 組立部門の予定直接作業時間は116,800時間（年間）である。

 問１ 補助部門費を直接配賦法によって製造部門に配賦し、答案用紙の製造間接費予算部門別配賦表を作成しなさい。なお、［資料］から適切なデータのみ選んで使用すること。 

問２ 問１の計算結果をもとに、組立部門の予定配賦率を計算しなさい


[bookmark: _Hlk214969933]  

【第5問】問題用紙（12 点）
広島市を拠点にディスカウントストアを展開している当社では、現在、大阪支店の利益計画を作成している。
3月の利益計画は［資料］のとおりであった。下記の問に答えなさい。

［資料］　
　　売上高　　　　20,000,000 円
　　変動費　　 　　7,000,000
　　　貢献利益　　　　14,000,000 円
　　固定費　　　　18,000,000
　　　営業利益　　　 △4,000,000 円

問１　当月の売上高貢献利益率を計算しなさい。
問2　当月の利益計画にもとづき、当月の営業利益を1,000,000円確保するためには、固定費の削減をいくら行え
　　　ばよいか答えなさい。
問３　当月の損益分岐点売上高を計算しなさい。なお、小数点以下にある場合は、千円未満は切り捨て、千円の単
位まで求めること。
問4　当社が目標営業利益率25％を達成するために必要な売上高を計算しなさい。
